別表（第２条関係）

	補助事業名
	　市町地域伴走支援体制整備事業

	補助事業の目的
	　地域おこし協力隊OBや中間支援組織等の人材や団体を活用した地域伴走支援の体制整備（中間支援機能の確保）に係る立ち上げ経費を支援することで、市町の総合的な持続可能な多自然地域づくりプロジェクトの展開を推進する。

	補助事業の
対象となる者
	　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和三年法律第十九号）第２条の過疎地域を有する市町及び特別交付税の取扱において、過疎地域に準ずる地域として特別の需要があると認められる市町。
なお、複数市町よる設置も対象とする。

	補助事業の
対象となる経費
	　市町の地域伴走支援方針に基づき設置される地域伴走支援体制の整備（中間支援機能の確保）及びその人材発掘に要する経費。
　ただし、令和４年度迄に地域伴走支援のための人材設置や委託を行っていた人材分の経費、市町職員及び再任用職員の人件費等は対象外とする。

	補助率
	１／２以内

	補助金の額
	　（人材設置費[(地域数※１×0.2)－R4設置済人数※２]×4,387千円＋人材発掘費1,862千円）×1/2以内（千円未満の端数切り捨て）
※１：多自然地域の集落を含む地域運営組織数及び設置予定数
※２：新たな体制整備が対象であるため、令和４年度迄に体制確保されている場合は、その人数相当分を控除し、算定している。

	適用除外する条項
	　－

	その他の事項
	　－


別に定める事項

	関係条項
	内　　　　　容

	第３条
	（添付書類）
　市町地域伴走支援体制整備事業計画書・変更計画書（別紙様式１）

	
	（指定期日）

指定する期日

	第７条第１項
	（指定期日）

　変更することが決まった後速やかに

	
	（添付書類） 

市町地域伴走支援体制整備事業計画書・変更計画書（別紙様式１）※変更前と変更後の内容がわかるよう見え消しで作成すること

	
	（軽微な経費配分の変更）

補助事業の目的及び補助事業の効果に影響を与えない範囲の変更で、かつ補助金額に変更を生じないもの

	
	（軽微な事業内容の変更）

補助の目的及び補助事業の効果に影響を与えない範囲で細部を変更する場合

	第９条第１項
	（報告事項）

必要が生じた場合に別途通知する

	第１１条
	（添付書類）

1 市町地域伴走支援体制整備事業報告書（別紙様式２）

2 領収書一覧表並びに補助対象事業に要した経費の領収書（写）及び契約書（写）もしくはそれに準ずる書類
3 財産管理台帳（写）※該当財産がある場合

	
	（指定期日）

事業完了後３０日以内又は当該事業の完了した日の属する年度の末日のいずれか早い日

	第１９条第１項
	（処分制限期間）
減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）の規定に準ずる


（別紙様式１）
市町地域伴走支援体制整備事業計画書・変更計画書（変更第　回）
	市 町 名
	

	事 業 名
	

	担当窓口
	所属：　　　　　　　　　役職：　　　　　　　　　　氏名：
電話番号：　　　　　　　　　　　Email：

	事業期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日　　（令和　　年度）


１．市町の状況
⑴　人口動態
	項　目
	平成20年度
	令和　年度
	増減率

	総人口
	人
	人
	（　　　％）減

	高齢化率
	％
	％
	（　　　％）増


⑵　集落(自治会)数
	項　目
	全　体
（市街地も含む）
	多自然地域
（＝事業対象）
	小規模集落
(50戸以下、高齢化率40％以上)

	集落数(自治会)
	（100％）
	（　　　％）
	（　　　％）


⑶　地域運営組織の設置状況
	項　目
	全区域数
(地域数)
	設置済
	設置中
	未設置

	
	
	
	うち再構築予定
	
	設置予定あり
	設置予定なし

	地域運営組織数又は設置予定数
	(100％)
	(  ％)
	(  ％)
	(  ％)
	(  ％)
	(  ％)

	組織の名称
	

	区域の設定
	

	組織立ち上げ時期
	

	地域づくりに関する条例・要綱等
	☐有り
条例等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　目的･役割等：
☐今後、制定予定（時期：　　　　　　　）
☐無し

	地域運営組織への市町支援制度
	人的支援
	

	
	財政的支援
	

	
	拠点の整備・貸付等による支援
	

	
	その他の支援
	


　
⑷　地域づくりに関わる外部有識者（地域再生アドバイザー、大学、企業名等を記載）
　　※複数名記載可

	有識者名
	

	関わり方
	


２．事業概要
　⑴　基本的な考え方
　⑵　伴走支援者の機能・役割（市町施策担当職員、地域担当職員との役割整理）
　⑶　支援対象地域（多自然地域の一部地域を対象とする場合の理由等）
　⑷　伴走支援者の育成方針
　⑸　事業完了後の方針
　⑹　３年間の実施スケジュール
	区分
	○○年度
(1年目)
	○○年度
(2年目)
	○○年度
(3年目)
	4年度目
以降対応

	地域伴走支援体制の整備
	
	
	
	

	人材発掘
	
	
	
	

	その他
市町事業等

	
	
	
	


３．地域伴走支援体制の整備（令和　　年度）
　⑴　委嘱及び個人への委託
	人材
	氏　名※
(性別、年齢)
	契約
区分
	従事期間
	1週当り
従事時間
	担当地域
	備　　考
(前職･経歴、配置場所等)

	A
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	B
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	C
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	D
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	E
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	計
	　　　　人
	
	
	
	
	


※氏名欄は、人材未定の場合は「（未定）」を記入
　⑵　事業者・団体への委託
	事業者・団体名
	委託期間
	委託内容等
	担当地域
	備　　考

	
	.  .  ～
.  .  
	
	
	

	
	.  .  ～
.  .  
	
	
	


４．人材発掘
	区　　分
	事業内容等

	人材発掘講座

	

	人材スカウトサービス
	

	
	


５．全体事業費　　　　※太線部は、補助金交付申請年度分　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業種別
	○○年度
(1年目)
	○○年度
(2年目)
	○○年度
(3年目)
	計

	地域伴走支援体制の整備
	
	
	
	

	人材発掘
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	財源
内訳
	県補助金※
	
	
	
	

	
	市町負担
	
	
	
	

	
	地域負担等
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	


※県費に千円未満の端数がある場合は、切り捨てること。
６．事業費内訳（令和　　年度）　別添のとおり　　※補助金交付申請年度分
７．特記事項
	


（別添）
事業費積算表（令和　年度）
	事業種別
	事業名
(対策､取組等)
	費目
	金額(円)
	積算根拠（内訳、単価、数量等）
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


（別紙様式２）
市町地域伴走支援体制整備事業　実績報告書
	市 町 名
	

	事 業 名
	

	事業期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日　　（令和　　年度分）


１　地域伴走支援体制の整備実績
　⑴　委嘱及び個人への委託
	人材
	氏　名※
(性別、年齢)
	契約
区分
	従事期間
	1週当り
従事時間
	担当地域
	備　　考
(前職･経歴、配置場所等)

	A
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	B
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	C
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	D
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	E
	　　　　　　
（　　、　才）
	
	.  .  ～
.  .  
	hr
	
	

	計
	　　　　人
	
	
	
	
	


　⑵　団体への委託
	団体名
	委託期間
	委託内容等
	担当地域
	備　　考

	
	.  .  ～
.  .  
	
	
	

	
	.  .  ～
.  .  
	
	
	


２．人材発掘の取組実績
	区　　分
	事業内容等

	人材発掘講座

	

	人材スカウトサービス
	

	
	

	
	


３．伴走支援者の育成に係る取組実績
４　取組成果
５　事業実施による副次的効果等
６　取組及び実績に対する自己評価及び今後の方針等
７　事業に対する指導・助言や事業に関わった有識者等
８　事業費決算内訳書（令和　　年度）　別添のとおり
９　事業完了後の支援者設置予定（事業最終年度のみ）
10　特記事項

（添付資料）

地域伴走支援者の出勤簿、委託業務報告書　など
事業の実施状況等が分かる資料・写真を添付
（別添１）
事業費決算内訳表（令和　年度）
	事業種別
	事業名
(対策､取組等)
	費目
	金額(円)
	積算根拠
（内訳、単価、数量等）
	契約日


	検査
年月日
	支払
年月日

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


（別添２）
領収書一覧表

	経費区分
	領収書内容
	金額(円)
	領収書日付
	備考
	番号

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


注： 領収書（写）は、別添１「事業費決算内訳表」の「事業種別」ごとの支出年月日順に分類整理のうえ番号を記入し、別紙に貼付すること（番号は経費区分ごとに振り直さず、通し番号で記入）
